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（１）品目別移出入貨物量

３．沖　縄　県　の　移　出　入　の　現　状　（内貿貨物）
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４．那　覇　港　の　概　要

１）那覇港各ふ頭について

７



〔資料〕国土交通省「港湾統計年報　各年」

２）那覇港の取扱貨物量の推移
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３）－２ 那覇港の移出入の内訳及び相手先
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４） 那覇港の航路一覧

１１

４．那　覇　港　の　概　要



４） 那覇港のトピックス（１）

那覇港国際コンテナターミナル

国際ロジスティクスセンター
(公募手続中)

那覇港新港ふ頭地区構想図

那覇港国際コンテナターミナル

国際ロジスティクスセンター
(イメージ)

仕分け・保管・流通加工機能
・配送拠点機能

10号　9号

計
画

中

１２

４．那　覇　港　の　概　要

• 2005年1月、那覇港国際コンテナターミナルの運営会社

　　「那覇港国際コンテナターミナル株式会社（NICTI）設立。

• 2006年1月、那覇港国際コンテナターミナル（9号・10号バース：水深-13m）

　　供用開始。

• 現在、コンテナターミナル直背後に「国際ロジスティクセンター」を公募中。



４） 那覇港のトピックス（２）
• 2011年の供用をめざし、那覇港と那覇空港及び本島南部を海底トンネルにより

連絡する臨港道路空港線を整備中。

• 那覇港における効率的な物流体系の形成に加え、国道５８号線の交通負荷を

　　軽減。

• 現在、沈埋トンネルの本体である沈埋函は全体で８函のうち７函を製作し、

　　５函の沈設を完了。
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特別自由貿易地域

-11m岸壁(1バース)整備中

　　は既に企業が立地している区画

レンタル工場用地

１）新港地区の概要

中城湾港新港地区
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２）中城湾港の取扱貨物量の推移
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３）－１ 中城湾港の輸出入の内訳及び相手国
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３）－２ 中城湾港の移出入の内訳及び相手先
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４）中城湾港の定期航路（志布志・先島航路）の概要
• 2006年６月、中城湾港初の本土との定期航路（10日に１度）として開設。

• 2006年９月、週一便に増便。
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鉄 鋼 業 用 地 2
窯 業 ・ 土 石 製 品 製 造 業 用 地 11

化 学 工 業 用 地 9
パ ル プ ・ 紙 ・ 紙 加 工 品 製 造 業 用 地 1

金 属 製 品 製 造 業 用 地 10
食 料 品 ・ 飲 料 品 製 造 業 用 地 14

飼 料 製 造 業 用 地 1
情 報 サ ー ビ ス 業 用 地 13

学 術 研 究 機 関 用 地 「 （ 株 ） ﾄ ﾛ ﾋ ﾟ ｶ ﾙ テ ク ノ セ ン タ ー 」 1

流  通  施  設  用  地 18
製 造 業 用 地 5

情 報 サ ー ビ ス 業 用 地 5

学 術 研 究 機 関 用 地 「 工 業 技 術 セ ン タ ー 」 1

賃 貸 用 地 （ 健 康 バ イ オ 、 亜 熱 帯 研 究 所 ） 2
一 般 工 業 用 地 合 計 93

特別自由貿易地域・分譲

アクロラド・ワールドテｲエヌテｲ・コンボルトジヤﾊﾟﾝ・賃貸工場

特別自由貿易地域・買取条件付き賃貸

特 別 自 由 貿 易 地 域 用 地 ・ 賃 貸 （ 使 用 承 認 ）

特 別 自 由 貿 易 地 域 合 計 22
新　港　地　区　・　合　計 115

※　特自貿地域２２社のうち１社は内定企業である。

用 途

22

企業数

Ｈ１８．１２　現在

５）中城湾港新港地区特別自由貿易地域（特別FTZ）の概要
新港地区企業立地状況（□が特別FTZの立地状況）

特別FTZとは？・・・
　沖縄振興開発特別措置法に
規定する関税法上の保税地域
制度。
　関税の課税の選択制度が適用
され、立地企業に対し、法人税
に係る35％の所得控除制度等の
税制・金融上の優遇措置が講じ
られた地域。
　沖縄における企業の立地を促
進するとともに、貿易の振興に
資するため、日本においては、
沖縄県のみに適用されている。

１９

５．中　城　湾　港　の　概　要



中城湾港新港地区全体で、製造業・情報
サービス業・倉庫業等　100社以上の企業
が立地。
特別自由貿易地域においても、製造業・こ
ん包業等20社以上の企業が立地。

（Ｈ１８．１２現在)

特別自由貿易地域

特別自由貿易地域

-11m岸壁(1バース)整備中

　　は既に企業が立地している区画

レンタル工場用地

６）中城湾港新港地区特別FTZの企業立地状況
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５．中　城　湾　港　の　概　要


